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1。はじめに

近年,日本の農産物市場への市場開放の圧力がアメ

リカをはじめ諸外国から高まっている。そのため,牛

肉・オレンジなどの農産物については輸入数量制限が

撤廃され,規制緩和が進められてきた。

さらに,日本人にとって主食である米の市場につい

ても同様の理由から市場開放の圧力が高まり,ガッ

ト・ウルグアイラウンドにおいて輸入のミニマムアク

セスが決定し,実行されている。

しかし,日本の農家にとって米の市場開放は深刻な

問題であり,様々な議論がある。

本論文では米の輸入のミニマムアクセスを前提とし

た「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律」(い

わゆる新食糧法)の施行により,日本の米市場にどの

ような変化が起ころうとしているのか分析し,米の輸

入のミニマムアクセスが今後どのように推移していく

のかについて考察する。

2.食糧管理制度のあらまし

日本の米については長年にわたって食糧管理制度の

もとでの流通が行なわれてきた。その背景には主食で

ある米の需給関係が歴史的に不安定だったことによ

る。

戦前から日本の米の需給関係は不安定であり, 1918

年には米価の高騰とそれに伴う米騒動が起こり,政府

は米穀法に基づき米の買い入れ,払い下げを行った。

1933年には米穀統制法が制定され,上限価格を超えれ

ば政府の備蓄米を市場に放出し,逆に下限価格を下回

れば政府による買い上げを行い価格を安定させるとい

うシステムが作られた。

さらに,第2次大戦下の混乱のなかで1942年に食糧

管理法(以下,食管法)が制定された。食管法は国民

の主食である米をはじめ主要な食料を安定的に消費者

に供給するという目的のために,生産・流通・価格・

消費を政府が管理するための法律である。この法律に

基づいた食糧管理制度(以下,食管制度)は戦中・戦

後の混乱期における食糧不足のなかでは一定の役割を

果たしたといえる。

しかし,戦後の混乱から立ち直った1960年代に入る

と米の生産・流通・消費をめぐる情勢が大きく変化し

た。にもかかわらずこの制度は維持されたため,様々

な問題を引き起こした。

第一の問題は生産者からは高額で購入し,消費者に

低額で販売するという二重価格制度が採られたため,

その差額を財政負担によって埋めることが続いてきた

ことである。このような政策は農産物価格の過度の変

動を防止し,農業所得を安定させ,経営の安定を図る

ことにより農家の収入の安定化やひいては都市と農村

の所得格差の是正には役立った。しかし,長年にわた

る逆ざや1の問題で政府は膨大な財政負担を強いられ

ることになった。また,このような価格支持政策は農

家のコスト意識の低下を招くことになり,米の生産費

の高騰を招いた2.そのため米の国際競争力は低下し

た。

しかし,その反面このような二重価格制度は農産物

価格の暴落時に農家の生産意欲が減退することを防

ぎ,農家にとっては米が政府によって高額で全量購入

されることによる安心感から米を作ることへの意欲を

高め,生産の増加につながった。そのため消費者とっ

ては主食である米が安定的かつ安価に提供されるとい

うメリットになった。

第二の問題としては米が余る状況が生じ,そのため

余剰米の処理が深刻な問題になったことである。日本

の高度経済成長により,消費者が主食である米以外の

消費を増やしたため,米の消費は安定し,さらには減

少したが,政府による全量買入と生産者米価の上昇に

伴い米の生産は増大し,そのため米の生産過剰をもた
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らした。このような背景には,特に最大の圧力団体で

ある農協の役割が大きく,政治家の介入により,高い

生産者米価が維持されてきたことにより,一層の生産

増加を招いたことにあるといえる。

このような状況の中で1969年からは政府買上米い上

げ米以外で民間で流通する自主流通米の制度が設けら

れた。この制度により政府による買入量を減らし,二

重価格制度による財政負担の軽減がはかられた。

さらに, 1971年からは米の余剰を本格的に解消する

ために生産量を減らす減反政策が実施された。しかし,

食管制度により政府が米を高額な生産者価格で買い取

るシステムのため思うように減反政策は進まなかっ

た。

また,同時に米の生産の「量」から「質」への転換

もはかられ,米の品質による価格差を設けて消費者の

需要に合った高品質米の生産への転換も進められた。

このような生産過剰に対応して価格面でも生産者米

価の抑制・引き下げが行なわれた。

このような状況の変化に伴い,自主流通米の増加や

食管法に規程されない米の不正な流通(ヤミ米)など

が増加し,食管制度が形骸化し,その存在意義が薄れ

てきた。

1993年にはガット・ウルグアイラウンドの合意によ

り米の輸入のミニマムアクセスが決定し, 1995年より

6年間の輸入が決定された。そのため新たに米の輸入

に関する規程も整備する必要性が生じた。

そのため食管法にかわって新たに「主要食糧の需給

及び価格の安定に関する法律」(以下,新食糧法)が1994

年に制定され, 1995年より施行された。

新食糧法は従来の食管法と同様に,米を安定的に消

費者に供給するために,米の需給と価格の安定をはか

りながらも,生産者の自主性を尊重した稲作生産によ

る体質強化や,市場原理の導入,さらには規制緩和を

実施して米の流通を合理化することを目的としてい

る。また,米のミニマムアクセスによる輸入への対応

もはかっている。

新食糧法では,従来の食管法と異なり米の政府管理

から民間流通を軸とした制度への移行がはかられてい

る。具体的には政府米を軸に自主流通米の価格形成を

誘導する方式から,自主流通米価格形成センターで形

成された自主流通米価格を軸に政府米価格を決定す

る,市場原理を導入した方式への移行である。また,

備蓄,生産調整,ミニマムアクセスに関する法制化が

行なわれた。これによって生産者が米を政府に売り渡

すことを義務化していた厳格な流通ルートの規制が大

幅に緩和され,多様な販売方式が認められることに

なった。

3。新食糧法の施行による米の自由化後の供給

量及び価格の推移

本章では新食糧法の施行による米の自由化後の動向

を様々なデータに基づいて分析し,新食糧法施行によ

る経済的な影響を考察する。

はじめに表1より水稲収穫量の推移をみてみる。こ
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表1 水陸稲収穫量の推移

新食糧法の施行による米の自由化後の動向

作柄の表示区分

やや 平並 やや不 不
106以上 102~ 99~101 95~98 91~94 90以下

れによれば作付面積は一貫して減少している。これは

政府の減反政策によるものである。これに伴い,収穫

量も減少しているが作付面積の減少に比例しては減少

していない｡これは10a当収穫を見てもわかるように,

生産性が向上し単位当たりの収穫量が増加しているた

めである。

また,作況指数はほぼ90から110で推移しており,安

表2 米穀の制度別集荷実績

定していたことによるともいえる。但し,平成5年に

は74という低い数値となり,近年にない不作から米不

足を招いた。その結果,主食用の米の緊急輸入が行な

われることになった。しかし,翌年には豊作になって

いる。

新食糧法施行後に生産量が激減したということはな

く,新食糧法施行前からの緩やかな減少傾向が続いて

いる。

次に,表2の米穀の制度別集荷実績を見ていく。こ

れによれば,生産量はほぼ一定である。このうち自主

流通米の比率は新食糧法の施行後の1996年(平成8年)

では79.3%であるが,それ以前から自主流通米の比率

は高く,昭和57年には50%となり,それ以降も増加し,

平成に入ると70%以上となっている。このような自主

流通米の増加に伴い政府米の比率が低下している。こ

の状況から考えても新食糧法の施行は現状追認であっ

たといえる。

さらに,図1より米の需要と供給を見ていく。需要

については長期的に緩やかな減少傾向にあるといえ

る。これは主食である米以外の様々な食料の消費が増

加してきたという食生活の変化によるものである。こ

の傾向は今後も引き続くものと考えられる。これに対

して供給では生産量にかなりの変動が見られる。これ

は米などの農産物については豊作・凶作による収穫量

の変動を反映していることによる。特に1993年の凶作

による生産量の激減が著しい。 しかし翌年の1994年に

は近年にない豊作となっている。

次に,表3の政府買入価格と政府売渡価格との価格

関係の推移より価格面からの分析を行う。政府買い入
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図1 米の需給の推移
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れ価格は昭和55年から抑制に転じ,上昇が押さえられ,

昭和62年になってはじめて低下している。以後わずか

づっではあるが低下している。

逆に,政府売渡価格は上昇し,昭和62年になっては

じめて政府買入価格を上回り,逆ざやを解消している。

但し,政府買い入れ価格から政府売渡価格を単純に引

いただけでは政府の管理経費を考慮していないため,

正確な逆ざやによる財政負担を計算できない。そこで

政府管理経費を加えたコスト逆ざやが示される。コス

ト逆ざやは逆ざやの解消によって低下してきていた

が,平成6年から急増している。これは前年の米不足

により備蓄が減少したため,単位当たりの管理コスト

が増加したためである。

次に,表4の自主流通米価格の推移より民間市場で

の価格の変化を見ていくことにする。表4では様々な

種類の自主流通米の価格を示しているが,全ての種類

について価格は低下傾向にあるといえる。

これに対して政府米の価格はほぼ一定であり,あま

り変化していない。

このように自由化による価格への影響はまだ微小で

あり,輸入量の増加などにより,今後より一層の市場

原理に基づいた価格低下の余地があると考えられる。

4.ミニマムアクセスによる米の輸入状況とそ

の影響

米の輸入についてはガット・ウルグアイラウンドの

場において議論が続けられてきた。ウルグアイラウン

ドでの農業交渉において各国は農業政策に関し,国内

支持,国境措置,輸出競争の3つの分野にわたり, 1995

年から2000年までの6年間にそれぞれ保護水準を引き

下げることで合意した。

そのため,原則としてすべての関税以外の国境措置

を関税に置き換えるという,いわゆる包括的関税化の

考え方がとられ,この結果,(1)関税以外のすべての国

境措置を,内外価格差をもとに間税相当量を計算して

関税に置き換える。(2)最低限,実施期間の1年目に国

内消費量の3%, 6年目に5%の最低輸入量(ミニマ

ムアクセス)を設定する。(輸入量を毎年0.4%ずつ増

加させる｡)ということで合意した。

表3 政府買入価格と政府売渡価格との価格関係の推移
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表4 自主流通米価格の推移

新食糧法の施行による米の自由化後の動向
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但し,このような｢例外なき関税化｣が原則である

が,一定の条件を満たす農産物については関税化の特

例措置を認めている3.日本の場合には該当する農産物

は米のみであり,米についてのみこの特例措置を適用

し,それ以外の農産物についてはすべて関税化を実施

している。

この結果,米については1995年よりミニマムアクセ

スを実施することになり,これによって国内消費量の

3%の輸入を認め,それを6年間で5%まで増大する

ことが決定された。但し,関税化を行わないという特

例措置を適用する場合には,この通常は実施期間の1

年目に国内消費量の3%から6年目に5%のミニマム

アクセスを,実施期間の1年目には国内消費量の4%,

6年目には8%となるよう加重して設定することとさ

れており(毎年0.8%ずつ増加),この結果,当初は表

5のような米のミニマムアクセス数量が決定された。

日本の米については,これまでこの特例措置を適用

していたが, 1999年4月1日より,関税措置へ切り換

えられることになり,これにより1999年度は6.8%

(72.4万玄米トン),2000年度は7.2% (76.7万玄米ト

ン)のミニマムアクセスにて米を輸入する(毎年0.8増

から0.4増に半減)こととなっだ。

また,基準となる関税相当量は402円/kgと決定され

た5。

関税措置の適用が選択された背景には次のような理

由があげられる。

(1)関税措置を適用することによって,ミニマムアクセ

スを超える輸入については,内外価格差に基づく関税

相当量を設定することができ,米の輸入量の増加を抑

制することが可能になる。

(2)特例措置を継続した場合には,残余期間のミニマム

アクセス数量の増加が関税措置へ切り換えた場合に比

べて2倍(毎年消費量の0.8%増加)になることや, 2001

年以降も特例措置を継続した場合には追加的な譲歩と

してのミニマムアクセス数量の更なる拡大を輸出国か

ら要求される可能性が強いこと。

表5 米のミニマムアクセス数量

これらの理由により,特例措置を継続した方が関税

措置へ切り換えた場合に比べ,確実に輸入量が増加す

ることになると考えられたためである。

特に,国産米との競合関係にあると考えられる輸入

米は低価格の外食用・業務用および加工用等であるた

め,従量税により一定水準の関税を上乗せすることに

より輸入量を抑制することが可能であると考えられ,

関税措置の有効性が考慮された。また,従量税を採用

することにより,急激な円高による内外価格差への対

応も可能である。

5.まとめ

米の国際貿易の特性は生産量に比べて貿易される量

の比率は5%程度と極めて低いことであり,そのため

米の主要輸出国における生産動向や貿易量の変化が,

世界市場に与えるインパクトは大きい。

また,米の主要な輸出国は,アメリカを除けば開発

途上国に偏っている。

さらに,為替レートの変動もあり,米の国際価格は

不安定である。そのため,このような米の輸入に対応

するためには,輸入価格の変動にかかわらず一定水準

の関税を上乗せすることが可能である従量税が有効で

ある。

このような背景から米の輸入のミニマムアクセスか

ら関税措置への切り替えが行なわれた。 ミニマムアク

セスと比べて輸入量が増加するかどうかは今後の推移

を見守る必要があるが,外食産業や加工用には輸入米

に対しての潜在的な需要が存在すると考えられる。

日本の農業の特徴は(1)農業生産に必要な土地が平地

の少ない国土条件や地価の高騰により制限されてい

る。(2)人件費をはじめ農業生産のために必要な生産要

素の価格が高い。(3)消費者の鮮度や品質に対する要求

水準が高いため,食料の流通コストが相対的に高くな

らざるをえない。(4)さらに近年では急激な円高により

内外価格差が大幅に拡大したこと。があげられる。

このような特徴のもとで,米の輸入が増加すること

により,日本の米市場では価格の低下や生産の効率化

が期待される。

日本の米市場は長年にわたって食糧管理法に基づい

た食管制度に守られてきたが,今後は生産性の向上に

努め,生産者の創意工夫の発揮,構造政策の推進によ

る効率的・安定的な経営体制の育成と生産コストの一

層の削減,流通・加工面におけるより一層の合理化・

効率化を積極的に推進していく必要性に直面してい

る。特に,関税措置により米の輸入が増加することも

考えられ,競合関係にある品質の米については厳しい

価格競争にさらされることが予想され,その対応が必

要である。

以上のように本研究では新食糧法の施行およびミニ

マムアクセスによる米市場の変化を考察してきた。し
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かし,新食糧法の施行,ミニマムアクセス,さらには

関税措置への移行から時間が経っていないため,十分

なデータによる裏づけを行うことは出来なかった。

日本の米の消費量はほぼ飽和状態であり,一貫して

消費量は減少傾向にある。そのため今後の研究課題と

しては今後引き続き米の輸入が増加した場合には国産

米との代替関係がどのように変化していくのかを検討

する必要がある。

そのためにはこの研究にて用いたデータに加えて,

品質別の生産と消費のデータに基づいて需要関数の推

定や弾力性の計算を行い,さらには社会的厚生の計測

などの計量経済学的手法を用いた研究を先行研究の手

法を改善しながら行う必要がある。

また,現在は食管制度のもとでの規制下でのデータ

しか存在していないが,米市場に関するより詳細な

データを利用することによって,より複雑な消費行動

の解明も必要である。

また,2000年からはしめられた次期交渉の行方につ

いても今後の推移を見守り,その影響についても検討

していく必要がある。
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